様式２－１
	１．これまでの地域連携の取組と今後の方針【１ページ以内】

	　　過去の中教審答申、政府方針、各機関のミッション等を踏まえた、現在（令和８年４月）までの高等教育機関を中心とした地域連携に関する取組状況、現在抱える問題点及び将来的な人材需給等の定量的な分析、それらを踏まえた今後の改革構想を記入してください。その際、その改革構想における申請計画の位置付けを明確にしてください。

	

※関連する評価項目
　・地域における本計画の位置づけ







































	





	
２．取組の実施体制及び具体的な内容【３ページ以内】

	①取組計画の実施体制
　○　各地域が抱える課題等を踏まえた議論や取組を推進するための実効性あるプラットフォームの体制（事業協働機関がそれぞれ担う役割、円滑な取組実施のための事務局機能の体制等）について記入してください。加えて、構築するプラットフォームの体制図を様式２－２に図示してください。
○　また、プラットフォームにおけるコーディネーターの位置づけや連携体制、属人的にならないコーディネーター人材の継続的な活用方策について、組織的な観点から示すとともに、これらを踏まえたコーディネーターの人物像、取組における役割について記入してください。

	
※関連する評価項目
　・明確な実施体制
　・地域内関係者の連携を推進するコーディネーターの配置

	②具体的かつ実効性ある取組計画の内容
　○　本計画において取り組む内容について、後述（３．取組の達成目標）において設定する目標や、現在の抱える問題点との関係を明らかにしたうえで記入してください。特に、各地域における高校改革の取組と連動して推進する大学改革の取組及びその計画については必ず記入してください。

	
※関連する評価項目
　・取組の具体的な内容及び必要十分性
　・高校・大学・大学院の一体的な改革
　・2040年の社会を見据えた産学官金等連係による人材育成




	３．取組の達成目標【２ページ以内】

	○　目標については、目標値の妥当性や設定した根拠を説明してください。
○　特に、前述する具体的な取組の計画及び見込まれる成果と達成目標の関係性を明確にしてください。（必要に応じてロジックモデルを作成し図示することも可）
○　目標について、事業終了年度である令和10年度における目標値のほか、今後10年程度の地域の在り方を見据えた中長期的な目標値についても可能な限り記載してください。

	

※関連する評価項目
　・達成目標の妥当性




	４．事業の実施計画及び継続性【①、②合わせて２ページ以内】
○　事業全体の「年度別実施計画」、「補助期間終了後の継続性」及び「補助期間終了後の資金計画」について、具体的に分かりやすく記入してください。

	①年度別実施計画
○　当該年度に本補助金を充当して実施する事業の具体的内容を記入してください。

	【令和８年度（申請時の準備状況も記入）】

※関連する評価項目
　・年度計画の具体性
　・年度計画の妥当性


	【令和９年度】


	【令和１０年度】






	②補助期間終了後の継続性
○　補助期間終了後においても地域の人材ニーズを踏まえた教育改革等の取組をするために必要な的・物的・財政的負担の在り方や資金の確保策や体制整備の計画について、事業協働機関の役割を踏まえつつ具体的に記入してください。（継続性の担保に向けて補助事業期間中から取り組む構想も含む）

	
※関連する評価項目
　・体制的な取組計画の継続性
　・資金的な事業計画の継続性
　・一般法人制度の活用
　・地域関係者からの支援の状況



	５．取組の実施状況等の評価体制、成果等の情報公開・普及【①、②合わせて２ページ以内】
○　取組の実施事業等における評価体制と情報公開、成果及びその普及について、これまでの実績・準備状況を踏まえて、計画内容を具体的に記入してください。

	①取組の実施、達成・進捗状況の評価体制
○　評価指標の適切性の判断や達成状況など、事業の進捗状況を把握する仕組みについて、補助期間中及び補助期間終了後の体制を具体的に記入してください。特に、外部評価の仕組みについては必ず記入してください。
○　評価結果をその後の事業展開に反映させるようなPDCAサイクルが確立されていることが分かるように記入してください。

	

※関連する評価項目
　・適切な評価の実施とPDCAサイクル






	②対象地域内外への情報提供の方法・体制
○　地域内の関係者のさらなる参画を促す観点から、取組の実施状況等、必要な情報を積極的に発信する計画となっているか分かるように記入してください。
○　取組を通じて得られた成果について、ホームページ等による公表の他、報告会、発表会等の報告の場を設けて、地域内外の大学や学生、地方公共団体及び産業界等への普及を図るものとなっているか分かるように記入してください。

	

※関連する評価項目
　・国内の他の地域への波及効果
　・地域内関係者の波及効果







	[bookmark: _Hlk97295064]６．他の公的資金との重複状況 【①、②あわせて１ページ以内】
○　該当の事業がない場合は、「該当なし」と記入してください。

	[bookmark: _Hlk97296035]①過去の大学改革推進等補助金の実施状況、継続状況
○　当該申請計画に事業協働機関として参画する大学において、今回申請している内容以外に、文部科学省が行っている大学改革推進等補助金、研究拠点形成費等補助金、国際化拠点整備事業費補助金等、又は独立行政法人日本学術振興会が行っている国際交流事業の補助金等による経費措置を受けている取組があり、今回の申請内容と類似しているものがある場合には、その相違点について言及してください。

	
※関連する評価項目
　・他の公的資金との重複














	[bookmark: _Hlk97296064]②他の公的資金との関係
○　上記以外に、文部科学省及び他省庁や地方公共団体等の事業により類似の支援を受けている、又はこれから受ける可能性がある場合は、事業名・概要・本申請との関係を記入してください。

	



（申請機関名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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